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それは、第二期ＪＷブッシュ政権期に成立した「2005 年エネルギー政策法」(Energy Policy 
Act of 2005) において、シェール開発に伴う水圧破砕用の水を、環境保護庁（Environmental 
















巨大環境訴訟に直面した。最終的にこの MTBE 訴訟は、2008 年に17 州59 件の訴訟を一つに
まとめて和解が成立した。その内容は、MTBE 製造業者が原告へ4 億2200 万ドルの和解金を
支払い、汚染された井戸を浄化するコストの70％を負担するというものであった。シェブロ
ン社を含む大手石油会社のほとんどが和解に達したが、エクソンモービル社は拒否した 4。







急増し、穀物メジャー ADM 社の主導するバイオ燃料ブームが起きた。MTBE 製造業者の救
済案は実現せず、石油産業はアグリビジネスの供給するバイオエタノールにガソリン添加剤市
3 Elise G Elliott, Adrienne S Ettinger, Brian P Leaderer, Michael B Bracken & Nicole C Deziel, “A 
systematic evaluation of chemicals in hydraulic-fracturing fluids and wastewater for reproductive 
and developmental toxicity”, Journal of Exposure Science & Environmental Epidemiology volume 27, 
pages90–99(2017)
4 David R. Baker, “Big MTBE settlement to benefit California”, SFGate.com, May 9, 2008.
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新設に対して原則公的融資を行わないとする共同声明を発表した 9。
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1 日付大統領令（国連気候変動への影響）、2013 年6 月25 日付大統領覚書（発電所の CO2 排













国のエネルギー独立」(American Energy Independence) のみならず「米国によるエネルギー

















ス連銀の2019 年の調査に拠れば、シェール業者の損益分岐点は平均で1 バレル50 ドル程度と
され、安定的に利益を出すには60 ドル以上の原油価格が必要となる 14。これに対して、中東の
在来型石油の採算ラインは5 ～ 10 ドルで20 ドルを下回ることはない。
実際に、2014 年から2016 年にかけて原油価格が急落した際には、多くのシェール開発業
者が倒産に追い込まれ、業界全体として赤字の状態が続いた。金融情報会社 FactSet によれば、
シェール業者29 社は2008 年から2017 年にかけて1120 億ドルの損失を出した 15。また大手業
者30 社は2012 年から17 年にかけて500 億ドル以上を失い、17 年に原油価格が50 ドルに回
復してはじめて17 億ドルの利益を上げたという 16。
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米国のシェール革命と環境政策
おわりに
2018 －19 年の米国のシェールブーム（既に陰りが見えているが）は、諸条件が揃った上で
実現した一時的な事態である。JW ブッシュ政権は、シェール革命の前提となる環境規制緩和
を実現したが、地下水汚染問題を発生させた。対して、オバマ政権は、温暖化対策として国産
シェールガス活用を位置づけ、環境政策を整えて国内シェール産業の持続可能な発展の基礎を
築こうとした。対して、トランプ政権は米国中心主義的な軍事外交政策によって国際原油価格
を上昇させ、シェールオイルの収益性を改善し、シェールブームを一時的につくり出すことに
は成功した。
しかし、トランプ政権の反温暖化政策やシェール開発に対する環境規制の後退は、長期的に
見れば米国シェール産業の持続可能性を損なう。環境規制緩和と環境破壊を前提とした経済活
動に対する投資は、環境対策を求める国際世論や社会的責任投資の潮流によって抑制されてい
くからである。21 世紀資本主義は、持続可能性を経済成長よりも優先する人類社会に適応す
べく変化を求められている。オバマは新世紀へ前進することを目指し、トランプは旧世紀に後
退して居直った。アメリカ資本主義は新旧二つの世紀に引き裂かれている。
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